
あいち森と緑づくり事業評価報告書（案）

～山から街まで緑豊かな愛知をめざして～ 

資料１ 

平成  年  月 

愛知県 

本資料は、あいち森と緑づくり委員会から御意見をいただくために作成したもの

であり、記載内容については、今後、修正することがあります。 





はじめに 

平成３０年３月 

愛知県知事 

大村秀章 



「森と緑」は環境保全、災害防止等の公益的機能により、私たちの暮らしを支えています。 

本県の「森と緑」を県民共有の財産として健全な状態で将来に引き継ぐため、平成21年４月

から『あいち森と緑づくり税』を導入し、この税を活用して、手入れが行き届かない人工林の間

伐や、放置された里山林の整備・保全及び都市部における貴重な緑地の保全・創出に加え、県民

参加による森や緑の保全活動や環境学習などの取組を推進し、山から街まで緑豊かな愛知の実現

をめざしています。 

山から街まで緑豊かな愛知の実現

すべての県民が、「森と緑」の有する公益的機能がもたらす恩恵を享受 

あいち森と緑づくり税を活用し、 

森林、里山林、都市の緑をバランスよく整備・保全 

緑の街並み推進（民有地緑化） 

里山林の保全 

既存施策で整備 

（林業の振興） 

林道 

イラストは調整中

林道等から遠く離れた 

奥地の人工林の間伐 

公道沿いの人工林の間伐 

身近な緑づくり 

（都市部に残る貴重な緑の保全） 



里山林の保全 

地域住民等によるモデル的

な里山林の保全活用の活動

を支援 

放置された里山林の再生整

備 

都市緑化の推進 

都市部に残る貴重な緑地の保

全、新たな緑地の創出、民有地

緑化の助成、並木道の再生、県

民参加による植栽体験や勉強会

など様々な取組を実施 

森林の整備（人工林の間伐）

林業活動では整備が困難な奥地

の人工林や、公道・河川沿い等の

人工林について、強度の間伐を実

施       整備対象森林 

河川沿いの人工林の間伐 

美しい並木道再生 

既存施策で整備 

（規模の大きな 

公園緑地の整備等） 

環境活動・学習推進 

ＮＰＯや市町村等が行う環境保

全活動・環境学習等を支援 

普及啓発 

森林整備や木材利用の意義につ

いての普及啓発を実施 

イラストは調整中



■実施状況 

○林道等から遠く、林業活動が困難な人工林 

（奥地）の間伐を実施 

○作業性が悪く、林業活動が困難な人工林 

（公道・河川沿い）の間伐を実施 

区 分 事業計画 実 績 進捗率 
奥 地 10,000ha 8,198ha 82% 

公道・河川沿い 5,000ha 5,053ha 101% 
計 15,000ha 13,251ha 88% 

■成果 

○本県の間伐推進に大きく貢献【近年では県全体の間伐面積の5割を担う】 

○間伐事業地では、下層植生の増加や光環境の改善を確認 

 【9年間の間伐実績がもたらす効果：206億円以上/年】 

   水源涵養効果   161億円/年 

  土砂流出防止効果   45億円/年 

〇残存木は、光合成が活発になり肥大成長に期待 

○山間地域の道路・電線等のライフライン確保 

にも貢献 
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事業評価結果の概要① 

事業の実施状況（第３章）及び成果（第４章） 

森
林
（
人
工
林
）
整
備

森
林
整
備
技
術
者
養
成

■実施状況 

○作業条件の悪い森林で作業する技術者を養成 

区 分 事業計画 実 績 進捗率 
養成者数 200 人 227 人 114% 

■成果

○受講者の９割（202人）が本事業の従事実績あり 

○研修受講者・受講者が勤務する会社の8割が「現

場で役立っている」と回答 

県の間伐面積に占める割合 

公道沿いの事業地 

研修受講者の現場作業状況 



■課題 

○間伐対象森林は、依然として多く存在 

〇既存施策（造林事業・治山事業等）だけでは、間伐の推進が困難 

○道路沿いや集落周辺の危険木（枯損木、老齢木等）への対策が必要 

○流木対策や資源の有効活用が必要 

○人工林の高齢級化が進んでおり、成長力の旺盛な森林への若返りが必要 

■今後の方向性 

○ライフライン確保のため道路沿い等の間伐の促進、広葉樹林の一体整備 

○林業活動では整備が困難な森林（人工林）の間伐の推進 

○間伐材の搬出促進 

○植栽・獣害対策や、少花粉スギ等への植え替えの促進 

■課題 

○道路沿いの間伐については、通常の間伐に比べ高度な技術を要し、作業員の技術の向上

が必要 

○あいち森と緑づくり事業による事故が発生しており、対策が必要 

■今後の方向性 

○引き続き、高度な技術を有する森林整備技術者の

養成 

課題と今後の方向性（第６章） 



■実施状況 

○県が荒廃の著しい里山林の再生整備を実施 

○市町村が行う、地域住民等との協働による里山林

整備（提案型里山林整備）や、里山林の健全化の

ための整備を支援 

区 分 事業計画 実 績 進捗率 
県 里山林再生整備 63 箇所 62 箇所 98% 
市
町 
村 

提案型里山林整備 50 箇所 35 箇所 70% 

里山林健全化整備 79 箇所 78 箇所 99% 

■成果

○本事業を契機に、地域住民やNPOが継続的に里

山林の保全活用を実施 

○事業を実施した里山林において、8年間で延べ8

万人が、保全活用の活動に参加 

事業評価結果の概要② 

■実施状況 

○市町村等が行う以下の取組に対して支援 

・市街地内の緑の保全・創出（身近な緑づくり） 

・民有地の緑化推進（緑の街並み推進） 

・美しい並木道の再生 

・県民参加による都市緑化の推進 

区 分 事業計画 実 績 進捗率 

身近な緑づくり事業 124 箇所 113 箇所 91% 

緑の街並み推進事業 1,000 件 896 件 90% 

美しい並木道再生事業 145 箇所 135 箇所 93% 

県民参加緑づくり事業 780 回 855 回 110% 

■成果 

○約 82ha の緑を保全・創出、67kmの並木

道を再生 

○延べ 16 万人の県民が県民参加緑づくり事

業に参加 

参加者の 68％が「森や緑の関心が高まっ

た」、85％が「今後も参加したい」と回答 

都

市

緑

化

事業の実施状況（第３章）及び成果（第４章） 

県民参加による園庭芝生化 

民有地の屋上緑化 

地域住民等による里山林整備 
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■課題 

○これまでのモデル的な里山林の保全活用の取組を、県内各地へと展開・波及が必要 

○県民や地域の多様なニーズを捉え、県民協働の取組の促進が必要 

■今後の方向性 

○市町村、地域住民、NPOが主体となった、里山

林の保全活用の取組に対する重点的な支援 

○多くの県民が、里山林の保全活用に参加できる仕

組みづくり 

（指導者の育成、人材・情報のネットワーク化等） 

■課題 

○都市の緑の減少が続いており、都市の緑を守り、増やすことが必要 

○より多くの県民に緑化に参加してもらう気運づくりが必要 

■今後の方向性 

○引き続き、都市の緑を守り、育てる取組の推進 

○緑化イベントの開催など、効果的な普及啓発の実施 

○緑の質に配慮した保全・活用の仕方や、緑の活動に 

つながる様々な要素（花など）の取り込みも必要 

課題と今後の方向性（第６章） 

県民協働の取組の拡大イメージ 



■県民アンケート 

■市町村アンケート 

○全ての事業について、市町村の大半が平成31以降も継続を希望 

基金の執行率：97％（平成28年度までの累計） 

普

及

啓

発

■実施状況 

○小中学校への県産木材使用机・椅子等の導入を支援 

○間伐材搬出や木製ベンチ導入を支援 

区 分 事業計画 実 績 進捗率 

木の香る学校づくり推進事業（机・椅子） 70,000 ｾｯﾄ 79,558ｾｯﾄ 114% 

木の香る学校づくり推進事業（下駄箱等） 1,640 ｾｯﾄ 1,823 ｾｯﾄ 111% 

愛知県産木材利活用推進事業 80 件 63 件 79% 

■成果 

○県内市町村の半数が、小中学校に県産木材を使用した

机・椅子等を導入。導入校の多くが今度も導入を希望 

○間伐材搬出量が3割増加。また、木製ベンチは施設の

利用者から好評 

環
境
活
動
・
学
習
推
進

■実施状況 

○NPO・市町村等が行う環境活動・学習の支援(821件) 

○生態系ネットワーク形成の取組支援(28件) 

区 分 事業計画 実 績 進捗率 
環境活動・学習推進事業 900 件 849 件 94% 

■成果 

○延べ52万人が環境活動等に参加 

○参加者の 9 割以上が森や緑の重要性に対する理解が

「深まった」と回答 

○生態系ネットワーク形成の取組が県全域で展開 

生態系ネットワーク形成の取組 

単位：％ 

県産木材を使用した机・椅子の導入 
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今後も机・椅子を導入したいか 

（事業実施校） 

取組に参加することにより森や緑の 

重要性に対する理解が深まったか 

事業評価結果の概要③ 

事業の実施状況（第３章）及び成果（第４章） 

あいち森と緑づくり基金の状況（第２章）

県民や事業関係者等の意識（第５章）

86.4%

7.4%
6.2%

賛成

反対

無回答

健全な森や緑を後世に引き継ぐことについて 「あいち森と緑づくり税」の継続について 

95.9%

1.4%2.6%

必要と思う

必要と思わない

無回答



■市町村・あいち森と緑づくり委員会の意見、要望、提案 

区分 市町村 あいち森と緑づくり委員会 

森
林
整
備

○市町村における森林整備等の推進に多
大な影響を持つ事業であり、事業の継続
は非常に重要である 
○特に公道沿いで間伐の要望が多い 

○引き続き間伐に取り組む必要がある 
○公道沿いの間伐は山間地域のライフライン
確保の観点からも重要である 
○人工林の若返りのため、獣害対策や植栽後
の育林への支援が必要である 

整
備

里
山
林

○地域住民の里山林整備等に対する意識
が高まった 
○民家や道路に被さっている危険木が伐
採できるようになるとよい 

○「生きがい」「余暇」など県民ニーズを捉え
て、県民協働で行うとよい 
○里山林は、都市生活との接点。地域住民に
危険が及ばないよう配慮が必要 

都
市
緑
化

○事業の活用により、着実に緑化の質・量
が向上している 
○より利用しやすい制度へと要件等を見
直し事業継続することが望ましい 

○質に配慮した都市の緑の保全の仕方や使い
方などを考えていく必要がある 
○「農」「花」など、様々な緑の要素を取り入
れていくことを考える必要がある 

学
習
推
進

環
境
活
動

○NPO 等の活動を継続的、計画的に実施
する支えとなっている 
○本事業により、自然の大切さ、保全の必
要性を広く発信できている 

〇異分野連携・団体連携等による活動の提案
を県民から募り支援できるとよい 
〇環境活動・学習は未来への投資として重要 

普
及
啓
発

○県産木材を使用した机・椅子等を計画的
に導入しており事業を継続して欲しい 
○事業対象を公共施設以外にも対象を拡
大して欲しい 

○税の認知度を高めるため一層の広報が必要 
○デザインのグレードを上げ人々の興味を引
くような工夫が必要 
○木材の利用促進に一層取り組む必要がある 

■課題 

○「あいち森と緑づくり税」の認知度が１割と低調。 

○「伐る・使う→植える→育てる」の森林資源の循環の促進が必要 

○小中学校への県産木材を使用した机・椅子の導入や、

公共施設等への木製ベンチを導入する市町村に偏り 

■今後の方向性 

○教育機関との連携や、ロゴマークの作成・活用等、効

果的な情報発信・普及啓発の実施 

○第 70 回全国植樹祭の開催理念を継承し、ＰＲ効果の

高い施設や用途での県産木材の利用促進 

○国の森林環境税（仮称）創設を踏まえ、事業のすみ分

けや、県民の理解促進に向けた一層の普及啓発 

■課題 

○環境保全活動等に参加したことのある県民は1割 

○NPO等の7割近くにとって活動資金が課題 

○長期的な視野で、生態系ネットワーク形成の活動 

の活性化が必要 

■今後の方向性 

○環境学習施設等による森と緑に関する普及啓発を拡充 

○多様な主体が行う環境保全活動や環境学習を支援 

○「愛知目標」に向けて、生態系ネットワーク形成を推進 

課題と今後の方向性（第６章） 

活動を継続・発展させていく上での課題




